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平取ダムおよびサンルダムの検証に係わる検討についての要望書

室蘭開発建設部から平取ダム建設問題協議会代表に、12月14日付けで北海道開発局か

ら各報道機関宛に、「平取ダムの検証に係わる検討について－「沙流川総合開発事業平取ダ

ムの関係地方公共団体からなる検討の場」を開催一というお知らせを配布した、との連絡

があった。これによると、12月20日に平取町で第一回の検討の場が開催される。この検

討の場は、9月27日に「今後の治水のあり方に関する有識者会議」がとりまとめた中間と

りまとめに沿って設立されたものである。サンルダムの検証に係わる検討については、旭

川開発建設部のホームページに、12月24日に名寄市総合福祉センターで第一回の検討の

場を開催することが記載されていることが判明した。

私たちも構成メンバーとなっている北海道脱ダムをめざす会は、10月4日に水源連（水



〃

源開発問題全国連絡会）代表とともに、北海道開発局担当者と面談し、ダム検証作業につ

いて以下の2点を要望した。

1．サンルダムと平取ダム検証作業において、北海道開発局（具体的には旭川開発建設部

および室蘭開発建設部）と私たちとの間の意見交換を実現すること。

2．検証作業において、私たちの提案について意見交換を実現すること。

この要望を行ったのは、今までの河川整備計画の審議において、ダム建設を推進する開

発局などとダム建設に疑問をもつ住民や学識経験者の意見交換が十分になされず、その結

果問題点が明らかにならなかったと考えるからである。公金を使う事業は国民の納得をえ

て行われなくてはならず、そのためには意見の異なるものの間の討議が必要である。しか

し、今までなされた論議はこの点が不十分で、そのために国民の間にダム見直し論がでて

きたと考えられる。

私たちは、北海道脱ダムをめざす会として、上述の意見交換が有効に機能するために、

ダムの問題点を指摘するだけでなく､私たちの提案を検討し､すでに3つの提言を行って、

国士交通省、北海道開発局、北海道および関係市町村に配布してきた。

なお、私たちが10月4日に北海道開発局担当官と面談して、ダム検証について意見交

換などの要望をしたにもかかわらず、旭川開発建設部から何ら連絡がなかったことは遺憾

である。今後は、住民団体からの要望に真蟄に対応していただくことを付記する。

以上のことを踏まえて、下記の事項を要望する。

なお、この要望書についての問い合わせは、要望書作成の事務局担当の北海道自然保護

協会（〒060-0003札幌市中央区北3条西11丁目、加森ビル6F、Tbl :011-251-5465.

田独X:011-211-8465)にお願いする。

要望事項

1．検討の場における関係住民や学識経験者などの意見の取り扱い

規約案では、「検討主体は、・・・資料の作成、情報公開、主要な段階でのパブリックコメ

ントの実施、学識経験を有する者・関係住民・関係地方公共団体の長・関係利水者からの

意見聴取等を行い、対応方針の原案を作成する」となっている。従来のパブリックコメン

トや意見聴取の多くは聞き置くことにとどまり、例えば流域委員会における検討に反映さ

れてこなかった。この問題を解決するために、規約に「パブリックコメントの実施、学識
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経験を有する者･関係住民･関係地方公共団体の長･関係利水者からの意見聴取等を行い、

これらの意見が検討の場でどのように検討され、反映されたのかを十分に情報公開した上

で検討を進め旦対応方針の原案を作成する｡｣として､下線部分を追加することを要望する。

2．双方向の論議を実現する

流域委員会など従来の検討会では、とくに治水についてはダム批判派の学識経験者が登

用されることはなく、そのためきちんとした議論が為されてこなかったことが不毛の結果

を引き起こしたと考えられる。ダム建設についての国民的合意を得るには、異なる意見が

公開の場で論議されることが必要である。とくに、今回の検討の場は、ダム建設を推進し

ようとしてきた地方自治体関係者が検討委員となっているので、きちんとした論議がされ

ないことが機具される。熊本県で行われたような双方向の公開討論集会は国民が問題点を

把握する上で重要であったと考えられる。そこで、規約の中に、私たちが1．で提案した

ことに続けて、「パブリックコメントの実施、学識経験を有する者・関係住民・関係地方公

共団体の長・関係利水者からの意見聴取等を行い、これらの意見が検討の場でどのように

検討され、反映されたのかを十分に情報公開した上で検討を進め、対応方針の原案を作成

する。検討の場では異なる意見間の意見交換を公開で行い、問題点の把握を十分に行う｡」

として、下線の部分を追加することを要望する。

3．私たちの提言を検討素材としていただくことを要望する。具体的には、上記2で要望

した双方向の議論を実現する立場で、検討の場で私たちが説明する機会をつくっていただ

きたい。

以上


